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1　背景及び目的
国の主要施策の一つである観光立国を適正に推進するためには、大学等の高等教育機関における
観光の振興に寄与する人材の育成が重要である。国土交通省及び観光庁では、大学での教育内容の
充実が、「観光関係人材育成のための産学官連携検討会議」などにおいて課題として指摘されたこ
とを受けて、平成 20 年 11 月にカリキュラムワーキンググループを設置し、観光系大学が指向すべ
き教育内容に関する検討を進めている。また、観光分野の人材育成を更に効果的に実践するために、
平成 21 年 6 月からは「観光教育に関する学長・学部長等会議」を開催するなどして、観光教育を
行う高等教育機関の学長や学部長等の運営責任者との意見交換を行っている 1）。
このような状況において、高等教育機関である大学ならではの観光学教育を具体的にどのように
行うべきかについての検討も観光庁において行われており、平成 21 年 2 月には中間とりまとめの
報告書などが発表されている 2、3）。しかし、この検討は、観光学教育全般についての検討ではなく、
経営マネジメント人材の育成教育に特化したものになっている。このように限定をしたうえでの検
討を行った背景としては、近年の観光客の行動形態やニーズの変化、IT の普及などによる旅行・
宿泊業界のビジネス形態の変化などに伴う観光産業の経営環境の著しい変化と国際競争力の強化に
対応可能な人材育成が喫緊の課題となっていることが挙げられている。
しかし、大学における観光学教育は、経営マネージメント人材の育成のための学習に限定されて
いるものではないし、限定されるべきものでもない。観光系学部といっても様々なカリキュラム内
容の大学が存在するとともに、その成り立ちなどによって様々な系統がある。観光庁においても、
観光人材育成のカリキュラムワーキングの中で、日本の観光系大学を、経営系、人文科学・社会科
学系、ホスピタリティ系、地域づくり系の 4 つに分類した検討資料を提示している（表 1 参照）。
これらは、それぞれに育成すべき人材像が異なることから、カリキュラムはおのずと異なるもの
になるとともに、その学習内容の核心点や力点の置き方に違いが生じるのは当然のことである。し
かし、いずれにしても「観光学」を学ぶことに変わりはないことから、いかなる分類系列の観光系
大学であっても、共通して学習すべき要素が厳然としてあることは否めない。
明鏡国語辞典によれば、「施策」とは、「行政機関などが政策や対策を立てて実施すること。また、
その政策や対策」であるとされている 4）。字義どおりに解釈すれば、観光施策にかかる授業は、観
光に関して立法府と行政機関が講じていることについての理解を進めるための授業となる。しかし、
「観光政策」にかかる大学の授業科目に関する考察
A Study on the Class Subject with regards to Tourism Policies in University
東海林　克 彦
Katsuhiko SHOJI
東洋大学国際観光学部
観光学研究　第 19 号　2020 年 3 月2
各観光系大学において行われている観光政策にかかる授業は、こういったことにとどまるものでは
ない。観光学は総合学であるとか、学際的な学問領域であるといわれているが、実に多種多様な専
門分野にかかる要素の集合体である。
観光政策は、その程度の差こそあるが直接・間接的にありとあらゆる「観光という社会・経済活
動」に関係してくるものである 5、6）。このため、本論では、すべての観光系大学において学習すべ
きことの一つとして「観光政策にかかる授業科目」を想定し、各観光系大学におけるその取り扱い
の実態を調査するとともに、問題点や課題について分析し、観光政策にかかる教育の今後のあり方
に関する考察を行うことを目的としたものである。
なお、本論で考察を進める「観光政策にかかる授業科目」とは、政策の立案・実施のための制度
の学習や国などの行政機関が講じている施策を理解するための学習などに限定したものではない。
「観光分野における問題解決的な取り組みと大局的な視点・思考方法に関する総合的な学習」につ
いても、観光政策の学習の要素の一つであるとした。
2　調査方法
実施した調査は、教育指導側に立脚した調査としての①大学の観光政策にかかる授業科目に関す
る調査、受け手側に立脚した調査としての②観光政策にかかる授業に対する学生のイメージ調査、
の 2 つである。それぞれの調査方法は、次のとおりである。
（1）大学の授業科目調査
①対象大学
観光庁の呼びかけにより開催されている「観光教育に関する学長・学部長等会議」の構成メンバ
ーとなっている大学を観光系学部・学科のある大学として調査を進めることとした 1）。ただし、公
表されているメンバー表は 2009 年のものであったために、文部科学省の設置認可資料等をもとに、
それ以降に設置された観光系学部・学科を補完した 7）。その結果、46 大学 46 学部 50 学科が調査
対象として抽出された。なお、観光学教育を主目的としたところに限定をしないと、対等な状況で
の比較検討が困難になるおそれがあることから、学科の中のコースや研究室が観光系であるところ
については、調査対象から除外した。
②対象科目及び調査媒体
科目名称の全部または一部に、「観光政策」という用語が含まれている授業科目のすべてを対象
表１　観光系大学の分類
①経営系 観光を実学ととらえ、経営について学ぶ
②人文科学・社会科学系
人文科学・社会科学という既存の学問領域を土台にし、観光という現象を学
ぶ
③ホスピタリティ系 インターンシップや資格取得など、卒業後すぐに役立つ実務を学ぶ
④地域づくり系
地域政策や地域づくりを学び、地域に根付いた研究成果を社会還元すること
で地元社会にも貢献
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とした。媒体としては、各大学のシラバスを使用した。現在、各大学のシラバスは、文部科学省の
指導等により、各大学のホームページ上で一般的に閲覧ができるようになっている。このため、各
大学のホームページから「観光政策」という用語が含まれている授業科目を抽出し、当該科目のシ
ラバスの個票を入手する方法によりデータ収集を行うこととした。なお、大学におけるシラバスの
記載内容例は、表 2 のとおりである。
③調査事項
本論における主な調査事項は、観光政策にかかる授業科目を構成する要素として、授業で教授を
している項目とした。これは、通常、シラバス中の授業スケジュールに事項としてされていること
であり、授業の内容やねらいを適確に表したものであると考えられたためである。坂元（1980）が、
授業設計のための構成要素を、（1）目標、（2）内容、（3）教材、（4）展開、（5）教授媒体、（6）指
導法、（7）指導形態、（8）教授活動、（9）学習者の特性、（10）評価問題、をあげるとともに、（1）
～（4）は授業の構成のために必要な要素、（5）～（8）は方法のわりつけのために必要な要素、（9）～
（10）は評価に関する要素としていること、を踏まえたものである。
一方、大学の授業は、通常、90 分のコマ授業から構成されることになるが、この 90 分のコマの
単体または複数コマの連続的な組み合わせは、「単元（中学校学習指導要領では、この単元に当た
るものは項目と称されている）」とみなすこともできる。文部科学省の資料によれば、この単元とは、
生徒の学習過程における学習活動の一連のまとまりという意味であるとされている 9）。また、単元
計画の作成とは、教師が意図やねらいをもって、このまとまりを適切に生み出そうとする作業に他
ならず、単元づくりは、教師の自立的で創造的な営みであるとともに、学校としてすでに十分な実
践経験が蓄積され、毎年実施する価値のある単元計画が存在する場合でも、改めて目の前の生徒の
実態に即して、単元づくりを行う必要があるとされている。
表 2　大学におけるシラバスの記載内容例
項目 記載例
科目名 観光政策論
講義の目的・内容
国策としての観光振興を実現するために、どのような政策が実施され、その成
果と課題は何かを理解することを目的…
学修到達目標 観光立国の意味、それを目指すための施策の全体像を理解…
講義スケジュール
第 1 回目：観光の政策の歴史、政策課題の変遷
第 2 回目：政府の成長戦略としての観光の位置づけやあり方
（全部で 15 回の授業（各 90 分）についての記載であるのが一般的）
指導方法 必要に応じて、授業中にサブノートやレポート作成等の演習課題を課し…
事前・事後学修 事前学習としては、配布したレジメを読んでおくこと…
成績評価の方法・基準 授業中の態度や意欲 40％、試験（2 回）の結果 60％などで総合的に評価…
受講要件 観光学概論の履修を終了した学生が望ましい…
テキスト・参考書 「観光白書」をテキストとして使用…
関連分野・関連科目 インバウンド事業論、観光法制度論…
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（2）学生のイメージ調査
学生が履修前に持っていた観光政策にかかる授業の内容に関するイメージを明らかにするととも
に、履修後の学生に対して、自分のものの見方や考え方の成長に効果があったことや評価が高かっ
たことなどを明らかにするために、学生を対象とした調査を行った。調査は、東洋大学国際観光学
部国際観光学科において、観光政策にかかる授業科目を履修した学生 86 人を対象として、令和元
年 7 月 17 日に自由記述方式により実施した。調査項目は、①学生が考えていた授業内容、②履修
により得られた効果などの学習成果の評価、である。
3　調査結果
（1）大学の授業科目調査
①観光政策にかかる授業科目の有無
カリキュラムにおける観光政策にかかる授
業科目の有無であるが、調査の結果、50 学
科中 31 の学科（62.0％）において観光政策
にかかる授業科目をカリキュラムに採用して
いた。表 3 は年代別に、表 4 は大学のタイプ
別に調査結果をとりまとめたものであるが、
ホスピタリティ系の学科における採用割合が
低い傾向にある以外は、大きな差異や特徴的
な傾向は認められなかった。
②科目の名称
31 の学科において観光政策にかかる授業
科目をカリキュラムに採用していたが、1 学
科において複数の科目を採用している大学も
あったため、合計 35 科目の観光政策にかか
る授業科目が抽出された。その科目名称をま
とめた集計表は、表 5 のとおりである。単に
「観光政策」としている学科が21学科（67.7％）
と多かったが、「観光政策・行政論」「観光政
策・法令」「国際観光政策論」などと「行政」
「法令」「国際」などと組み合わせた名称とし
ている学科が 9 学科（29.0％）あった。また、「観光政策」という名称の授業科目は実施せずに「観
光行政」という名称の授業科目のみを実施している学科が 1 学科（3.2％）あった。なお、「観光政策」
に関する授業科目に加えて「観光政策評価」に特化した授業科目を別科目として開講をしている学
科が 3 学科存在していた。
表 3　観光系学科の設置年代別の観光政策関連科目のある
学科数
年代 学科数
観光政策関連科目のある
学科数（％）
1960 ～  1  1（100.0％）
1970 ～  1  0（0.0％）
1980 ～  0  0（－）
1990 ～  6  4（66.7％）
2000 ～ 31 19（61.3％）
2010 ～ 11  7（63.6％）
全体 50 31（62.0％）
表 4　観光系学科のタイプ別の観光政策関連科目のある学
科数
分類タイプ 学科数
観光政策関連科目のある
学科数
ホスピタリティ 10  2（20.0％）
観光全般 12  7（58.3％）
産業・経営 13 10（76.9％）
社会  2  2（100％）
地域計画  9  7（77.8％）
文化・人文  4  3（75.0％）
計 50 31（62.0％）
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③授業内容（項目）
表 6 は、シラバスをもとに、授業を構成している項目に関する調査を行った結果である。複数科
目に分割して実施をしていた学科もあったため、科目単位ではなく、学科単位で集計している。な
お、学科数は 31 であったが、シラバスの詳細について一般公開をしていなかった学科が 1 学科あ
ったため、学科数は 30 学科となっている。
また、表 7 は、観光政策にかかる授業科目を構成している項目数を学科単位で集計したものであ
る。すべての項目を網羅している学科はなく、2 項目の学科から 12 項目の学科までばらつきが大
きい状況になっている。なお、30 学科の平均値は 5.4 項目であった。
（2）学生のイメージ調査
①授業内容（構成単元項目）
学生が履修前に思い描いていた授業内容に関する調査結果は表 8 のとおりである。観光庁などの
政府機関が実施している政策や観光関連の法制度などの「行政・法制度」、日本の観光が抱えてい
る課題や今後のあり方などの「ビジョン」、観光産業の実態や問題点などの「観光産業」、各観光地
で行っている観光振興事例などの「地域振興」、世界各国の観光の実態や課題などの「国際情勢」が、
表 5　観光政策にかかる授業科目の科目名称
科目の名称 学科数
「観光政策」のみ 21（67.7％）
「観光政策」に「行政」「法令」「国際」を付加  9（29.0％）
「観光行政」のみ  1（3.2％）
※「観光政策」に加えて「観光政策評価」などの別授業を実施し
ている学科が 2 学科あった。
表 6　授業の構成項目
事項 概要 学科数
関係法令 観光立国、インバウンドや休暇などに関する各種法令  7（23.3％）
国土・地域計画 国土計画、地域開発事例、地域振興温泉地 15（50.0％）
政策原論 政策の意義や役割 13（43.3％）
各種観光施策
ニューツーリズム、観光地のブランディング、危機管理、マーケティ
ング、イベントなど
30（100％）
観光学原論 観光の意義や役割、観光学の概要 14（46.7％）
歴史 施策の歴史、観光関係法令の成り立ち 12（40.0％）
組織 行政、DMO、NPO などの観光推進組織 24（80.0％）
海外事情 諸外国の観光政策、UNWTO の事業  9（30.0％）
トピック 観光の動向 17（56.7％）
観光統計 観光統計  7（23.3％）
観光産業 観光産業の構造や振興事例  6（20.0％）
観光インフラ 交通インフラ、自然公園等の観光資源  6（20.0％）
交流・語学 相互理解、文化交流  1（3.3％）
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授業を構成する主な内容であると思っていたことが明らかになった。「観光白書」は、「観光の動向」
「その時々の政策上のトピック」「講じた施策」「講じようとする施策」の 4 部構成であるのが通例
であるが、このイメージが、学生にも色濃く根付いた結果ではなかったかと推察される。
②履修後の評価
学生の履修後の評価は、表 9 のとおりであり、「総合学としての気づき」、「科目内容イメージの
表 7　構成事項数の階級ごとの学科数
構成事項数の階級 学科数
 2 項目の学科 2（6.7％）
 3 項目の学科 3（10.0％）
 4 項目の学科 9（30.0％）
 5 項目の学科 3（10.0％）
 6 項目の学科 4（13.3％）
 7 項目の学科 5（16.7％）
 8 項目の学科 1（3.3％）
 9 項目の学科 2（6.7％）
12 項目の学科 1（3.3％）
平均 5.4
表 8　履修前の授業内容イメージ
行政・法制度
・観光庁などの政府機関が実施している政策
・各省庁や自治体の役割
・観光産業に対する国の指導内容
・観光に関連した法制度
・政策の策定プロセス
・観光政策に関する用語や重要事項
ビジョン
・日本の観光が抱えている課題や問題点
・日本の観光の推進方策
・日本の観光のあり方や進むべき方向性
観光産業
・観光産業の実態や問題点
・観光に関連した人材の育成
地域振興
・各地で行っている観光振興方策の具体例
・観光によるまちづくり方策
国際情勢 ・世界各国の観光の実態や課題
表 9　履修後の評価
事項 概要
総合学としての観光の気づき
・観光を勉強することは、かなり幅広いものであることが理解できた
・観光と休暇制度の話が密接なかかわりをもっていることに驚いた
・色々なことが複雑に絡み合っていることが興味深かった
・観光に関する色々なことを総合的にやっていくのが政策であることが
分かった
科目内容イメージの相違
・堅くて難しいと思っていたが、筋道を立てて考えれば簡単なことであ
るイメージに変わった
・国や地方自治体に関する堅い話ばかりの授業だと思っていた
・観光による地域振興事例や方策に関する学習だと考えていた。
事実関係の理解の是正
・観光庁がすべてを実施していると思っていたが、各省庁の役割が大き
かったのは知らなかった
・法律などは完璧なものだと思っていたが、現実的な妥協の産物である
場合があることは意外であった
・インバウンドの増加は、日本だけに限ったことだと思っていた
・観光が人々の暮らしに密接な関係があることを知らなかった
・国などが実施している観光施策はすべて完璧で妥当なことばかりだと
思っていた
ものの見方や考え方の醸成
・政策や結果の評価は単純にできるものではなく、見方によって評価が
異なることを理解することができた
・観光の根源的な部分を多角的に知ることができた
・国益や全体益の確保という大局的な視点については考えたこともな
かった
・色々な考え方や視点があり、それによって評価も違ってくることがあ
ることを学べたのが良かった
その他 ・日本の観光施策の歴史をもっと深く勉強したかった
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相違」、「事実関係の理解の是正」、「ものの見方や考え方の醸成」の 4 つに分類することができた。
「総合学としての気づき」では、観光を学ぶということは幅広い勉強が必要であり、」色々なこと
が複雑に絡み合っていることが理解できたという評価があった。また、「科目内容イメージの相違」
では、堅くて難しい話であると思っていたこと、「事実関係の理解の是正」では観光政策は観光庁
だけが実施しているものではないことや観光というものが日常の暮らしに密接なかかわりがあるこ
と、「ものの見方や考え方の醸成」では、観光にかかる各種政策や事業の多元的評価の重要性や国
益の確保という大局的な視点を持つ必要性を認識することができたという評価が観察された。
③結果のまとめ
以上の結果を踏まえて、学生数人に対してヒアリング方式による補完調査を行った。この結果、
観光政策にかかる授業科目に関する学生のイメージや評価の主な相違ポイントは、次の 4 点に集約
できるものとして整理することができた。
ⅰ）「行政機関が行っている観光事業や法制度を広範に解説する授業」と「観光が抱えている課
題や問題点の解決に向けた色々な主体による多種多様な取り組みを広範に解説する授業」
ⅱ）社会・経済活動としての観光の状況を理解するために、関係する知識や情報を覚えるための
授業」と「背景、考え方、取り組みの限界や今後の課題を考えられるようになるための授業」
ⅲ）実施されてきた・実施されている観光政策を肯定する授業」と「観光政策の価値を多角的に
論じて、ニュートラルに是々非々を評価する授業」
ⅳ）「オールジャパン・グローバルな視点、業界全体や国民生活を考えた公益的な視点、中・長
期的な視点」と「地域・事業者の利益確保の視点、現時点での利害を考える視点」
4　考察
（1）カリキュラムにおける位置づけ
観光学は、学際的な総合学である。また、観光系学部と一口にいっても、日本の観光系大学は、
経営系、人文科学系、社会科学系、ホスピタリティ系、地域づくり系に大別され、それぞれに成り
立ちなどが異なることから、観光学の内容はさらに多種多様なものになりがちである。また、観光
をとりまく社会・経済情勢も複雑化してきていることから、観光庁の施策の範囲や種類も広範なも
のになっている。
多くの学部・学科において、専門分野を網羅的に学習する「概論」がカリキュラムに位置づけら
れているが、「概論」が「学術としての観光」の全体像を描くための授業とするならば、「観光政策
論」は現実に動いている「社会・経済活動としての観光」の全体像を描くための授業になると考え
られる。
学生が、大学において学ぶべき専門分野やカリキュラムの全体像にかかるパースペクティブを早
い段階でつかむことは、その後の個別科目に関する学習の効率化につながる。こういった考え方に
よっていると推測されるが、山口大学では、観光政策概論、国際観光政策、観光政策評価論の 3 つ
の科目を並立させており、観光政策一般に関する授業については「概論」として位置づけたカリキ
ュラムとしている。また、高崎経済大学では、観光政策論を導入教育の一環として捉えたカリキュ
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ラムとしている。
一方、東洋大学では、必修科目またはこれに類した講義科目として、観光学概論、旅行産業論、
ホスピタリティ概論、観光計画概論、観光政策・行政論の 5 科目を設定しているが、これらの 5 科
目のうち観光政策・行政論だけが 2 年次配当の科目となっている。これは、学習内容が広範で多岐
にわたることや行政や法制度関係の学習が 1 年生にとっては難易度が高いためであるとのことであ
った。しかし、このように 2 年次配当にした場合には、「社会・経済活動としての観光」の全体像
を描くための授業が導入教育として有効に機能しなくなるおそれがある。このため、こういった問
題に対しては、前述の山口大学の例にならい、概論としての観光政策に関する授業科目と、行政や
法制度に関する授業科目を分離して複数科目に分化するなどの方法がその解決策の一案として考え
られる。
（2）授業内容（単元構成項目）
概論としての観光政策に関する授業は、現実の社会・経済活動として行われている観光のことに
ついて、体系的かつ総合的に学べる良い機会を学生に与えることができる。この役割や機能をより
高めるためには、できる限り網羅的な内容のものとすることが必要になると考えられる。しかし、
概論として網羅的な内容のものにすればするほど、他の授業科目との内容の重複の問題が発生する
こととなる。こういった問題については、総合的な導入教育的な学習と個別・専門的な学習という
役割分担を、カリキュラム全体の科目配置を調整することで対処できると考えられる。　
また、単に、事実の羅列的な説明では、学生の理解も進み難いものになりがちであることから、
歴史的な経緯の解説を通じて相互の関連性を教示することにより、流れやつながりについての理解
を進めることも重要である。
なお、観光庁において行われている高等教育機関における教育のあり方に関する検討が、観光学
教育全般についての検討ではなく、経営マネジメント人材の育成教育に特化していることから分か
るように 2）、また、近年の観光白書のトピックに言及した章のタイトルが「すそ野が拡がる観光の
経済効果（令和元年）」「日本経済における存在感が高まりつつある「観光」（平成 30 年）」「持続可
能な賑わいを有する観光地づくりに向けて（平成 29 年）」「成長する旅行市場を我が国の活力に（平
成 28 年）」などとされていることから分かるように、社会・福祉政策という側面よりは経済・産業
政策としての側面が重視されている 10）。
しかし、高等教育機関である大学が、もっぱら専門職大学を志向するものではないとするならば、
経済・産業政策が重視されていることをストレートに反映した「実学中心の教育」とすることにつ
いては慎重な検討が必要であると考えられる。学生が学ぶべきことは、まずは理論であり、また、
ものの見方や考え方を高度化するための知識や情報である。また、政治学や工学などの分野におい
ても哲学や倫理に関する学習が行われているように、観光倫理や観光哲学などについても学ぶこと
により、学習の基盤となる「ものの考え方や見方」についても習得すべきであると考えられる 11）。
なお、法律や行政に関する学習も必要となるが、学生にとっては堅苦しさやとりつきにくさはがあ
ることは否めない。これをできる限り排除・軽減する配慮も必要になる。
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（3）学習のねらいや到達目標
「観光」というものを理解し、実践するために必要とされる知識や能力は、極めて広範にわたる
ものである。これは、「観光」が、法学や経済学などといったように、観光がある特定の分野だけ
に関係したものではなく、様々なことや様々な因果関係の結果として生じる社会・経済活動である
ためである。類似した学部・学科には、森林といった地域を対象として、そこで起こる社会・経済
活動のすべてを網羅する農学部林学科などがある。
観光学は総合学であるとか、学際的な学問領域であるといわれているが、実に多種多様な要素の
集合体である。このため、それらの間に明確な連関性が認められない場合もあることから、観光学
の学習を進めるにつれて、観光学がどのような学問であるかが単純に理解しにくくなるといった現
象が起きがちである。観光産業などに従事する社会人であれば、自分の職業分野を立ち位置として
観光学の全容を読み解くことができる。しかし、まだ何者でもない学生にしてみれば、どの位置に
立って観光学の全容を俯瞰すればよいのかが判然としないために、観光学を構成する色々な事項に
ついての学習を進めるにつれて、観光学というものの全体像が逆に分かりにくくなることは想像に
難くない。
こういったことを踏まえると、観光政策にかかる授業科目とは、観光庁などが講じている施策の
解説やそれがどのような背景や目的で実施されるに至ったのかについての理解の深化を通じて、観
光学に関する知識の総合化と体系化を助けるといった役割を担うための授業になるのではないかと
考えられる。
観光政策にかかる授業科目は、こういった総合性の高い観光に関する社会・経済活動全般にかか
る諸学や諸知識を系統立てて整理できる良い機会になる。こういった意味においては、観光政策に
かかる授業科目は、学習すべきこととしてはどのようなものが存在しているかを示す地図の役割と、
その地図上でどういう経路をたどりながらどこに行くべきかを示唆する羅針盤の役割を果たすなど
といったオリエンテーション機能を持つものであるということもできる。
一方、経済産業省や文部科学省においては、人間力、社会人基礎力といった能力の必要性が提唱
されてきている。端的に言えば、社会では問題解決能力を有した人材が必要とされているとともに、
大学等では問題解決能力を有した人材になることができるような教育を実施しなければならないと
いうことである。この問題解決に資する実践的な考え方とそれと補完関係にある大局的な視点を醸
成する手段としては、基礎的な純粋学門にかかる授業科目によるよりも、応用的な実践学でもある
観光政策にかかる授業科目による方がより妥当であると考えられる。　
観光政策論は、単なる観光行政論や観光法制度論ではなく、社会福祉政策と経済産業政策の両方
を網羅したものであるべきである。換言すれば、対象項目という点からは観光にかかる社会経済活
動の通論、見方やものの考え方を教えるところからは観光原論とでもいうべきものである。また、
知識の体系化・構造化、視点や考え方（大局的、問題解決的実践）の醸成の双方をねらいとした授
業科目になりうるものであると考えられる。
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5　まとめ
本論では、観光政策にかかる教育の今後のあり方に関する考察を行うことを目的として、各観光
系大学における観光政策にかかる授業科目の実態や当該科目を履修した学生に対すするイメージ調
査等を実施した。その結果、各大学のカリキュラムにおける当該科目の有無や構成項目、学生のイ
メージや評価等の実態を明らかにすることができた。また、当該科目のカリキュラムにおける位置
づけ、授業内容、学習のねらいや到達目標についての考察を行い、当該科目は、総合学である観光
を体系的に学ぶための導入教育として重要なものになりうることなどについて論述した。
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